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1.  平成24年6月期の連結業績（平成23年7月1日～平成24年6月30日） 

（注）当社は、平成22年10月１日付で当社普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行い、また、平成24年５月１日付で当社普通株式１株につき２株の割合
で株式分割を行っております。このため、平成23年６月期及び平成24年６月期の１株当たり当期純利益は、当該株式分割が前連結会計年度の期首に行われた
ものと仮定して算定しております。 

(2) 連結財政状態 

（注）当社は、平成22年10月１日付で当社普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行い、また、平成24年５月１日付で当社普通株式１株につき２株の割合
で株式分割を行っております。このため、平成23年６月期及び平成24年６月期の１株当たり当期純資産は、当該株式分割が前連結会計年度の期首に行われた
ものと仮定して算定しております。 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年6月期 6,145 3.8 533 △7.2 535 △7.3 307 8.0
23年6月期 5,918 △1.5 575 △2.0 577 △0.8 285 △21.5

（注）包括利益 24年6月期 320百万円 （16.5％） 23年6月期 274百万円 （△24.7％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年6月期 66.58 66.46 16.7 12.9 8.7
23年6月期 55.94 ― 16.6 13.4 9.7

（参考） 持分法投資損益 24年6月期  ―百万円 23年6月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年6月期 4,328 1,935 43.9 426.74
23年6月期 3,978 1,794 45.1 361.01

（参考） 自己資本   24年6月期  1,899百万円 23年6月期  1,794百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

24年6月期 604 △128 △127 1,763
23年6月期 1,182 △33 △969 1,415

2.  配当の状況 

（注）当社は、平成24年５月１日付で当社普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年6月期 ― 0.00 ― 27.00 27.00 67 24.1 4.0
24年6月期 ― 0.00 ― 17.00 17.00 75 25.5 4.3

25年6月期(予想) ― 0.00 ― 17.00 17.00 77.7

3. 平成25年 6月期の連結業績予想（平成24年 7月 1日～平成25年 6月30日） 
 

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 2,959 △1.1 96 △70.5 97 △70.1 41 △74.6 9.29
通期 6,061 △1.4 200 △62.4 221 △58.7 97 △68.4 21.86



※  注記事項 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有

② ①以外の会計方針の変更  ： 無

③ 会計上の見積りの変更  ： 無

④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年6月期 5,985,000 株 23年6月期 5,985,000 株

② 期末自己株式数 24年6月期 1,534,956 株 23年6月期 1,014,866 株

③ 期中平均株式数 24年6月期 4,623,429 株 23年6月期 5,095,994 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成24年6月期の個別業績（平成23年7月1日～平成24年6月30日） 

（注）当社は、平成22年10月１日付で当社普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行い、また、平成24年５月１日付で当社普通株式１株につき２株の割合
で株式分割を行っております。このため、平成23年６月期及び平成24年６月期の１株当たり当期純利益並びに潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、当該
株式分割が前事業年度の期首に行われたものと仮定して算定しております。 

(2) 個別財政状態 

（注）当社は、平成22年10月１日付で当社普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行い、また、平成24年５月１日付で当社普通株式１株につき２株の割合
で株式分割を行っております。このため、平成23年６月期及び平成24年６月期の１株当たり当期純資産は、当該株式分割が前事業年度の期首に行われたもの
と仮定して算定しております。 
 

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年6月期 2,922 3.9 457 △9.5 458 △9.4 257 △8.6

23年6月期 2,811 0.5 504 △2.2 506 △0.2 282 3.2

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

24年6月期 55.77 55.67
23年6月期 55.34 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年6月期 3,227 1,773 53.8 390.46
23年6月期 3,014 1,683 55.8 338.68

（参考） 自己資本 24年6月期  1,737百万円 23年6月期  1,683百万円

2. 平成25年 6月期の個別業績予想（平成24年 7月 1日～平成25年 6月30日） 
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続きは終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達
成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び
業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料Ｐ２「１．経営成績 （１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 

売上高 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 1,380 △3.7 72 △75.0 43 △73.8 9.80
通期 2,893 △1.0 157 △65.2 93 △63.5 21.12
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(1）経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績 

当連結会計年度は、欧州の財政問題にともなうユーロ危機や新興国経済の景気減速が続き、世界経済全体につい

ても停滞感がありました。国内においては、復興関連需要などがあったものの、消費者心理を抑制する金利不安は

根強く、景気の先行きに対する不透明感は、依然として拭いきれない不安定な状況で推移いたしました。 

このような環境の中、当社グループは基本戦略として、1）ストックビジネスによる安定と顧客の拡大による成

長、2）提供サービスの拡充によるカスタマーバリューの拡大、3）オペレーショナルエクセレンスの追究を掲げ、

事業活動を行ってまいりました。また、近時の著しい経営環境変化を受けて、アウトソーシング事業者としての使

命を全うすべく、「サービス継続体制の強化」を図っていくことを目指しました。 

以上の取組みの結果、連結売上高は61億45百万円（前年同期比3.8％増）、営業利益は５億33百万円（同7.2％

減）、経常利益は５億35百万円（同7.3％減）、当期純利益は３億７百万円（同8.0％増）となりました。なお、当

期純利益につきましては、当社において見込んでいた税制改正にともなう法定実効税率の影響が小さかったこと、

加えて連結子会社において、繰延税金資産の回収可能性を見直した結果、税金費用（法人税等調整額）の減額が発

生したことなどから増益となっております。 

  

セグメント別の業績につきましては、以下の通りであります。 

  

社宅管理事務代行事業 

当事業を取巻く経営環境は、企業における間接業務の負担軽減や高い専門性に加えてトータルコスト削減への期

待感から、社宅アウトソーシングニーズは依然高く、今後も拡大傾向にあるものと想定されます。一方、喫緊の経

営課題対処の観点から新規のアウトソーシング化を延期する企業や、アウトソーシングを既に導入しているものの

委託料の値下げ要請等に動く顧客企業も増えており、価格競争を中心に競合は激しく、予断を許さない状況が続い

ております。 

こうした状況の下、当社は顧客ニーズの本質は総額コストの削減にあると考え、単なる価格競争とは一線を画し

た取組みの中で、これまでにコスト削減代行サービス「マーカスさん」を独自に開発投入し、さらに当期は「得々

サービス（初期費用削減サービス）」を展開するなど、着々と差別化を実現し、カスタマーバリューの拡大に繋げ

てまいりました。これにより、当社は高い信頼と評価の下、業界No.1シェアを維持しております。 

なお、新規営業活動においては、顧客開拓に尽力してきたものの、新規アウトソーシング化の意思決定を促進す

るには至らず、計画通りには進みませんでした。 

以上の結果、ストックの積み増しにあたる新規顧客の開拓は目標未達でありましたが、既存の受託収入が堅調に

推移したことから、売上高は29億22百万円（前年同期比3.9％増）となりました。利益面では、引き続き経営効率

化の推進に鋭意努力を重ねる一方で、組織強化を目指した人材の採用が前期に続き充分に実施できなかったこと

や、投資等の一部先送りにより、営業利益は４億57百万円（同9.5％減）と、計画値を上回る結果となりました。 

  

施設総合管理事業 

当事業を取巻く経営環境の中で核となる国内マンションストックは、現在579万戸を超え、築30年以上の高経年

マンションが年々増加する傾向にあります（出処：国土交通省）。震災の復旧や大規模修繕等の老朽化した建物本

体の維持管理、区分所有者の高齢化問題など、適正なマンション管理に向けた顧客ニーズは多種多様になってきて

おり、より高い水準のサービスが求められております。 

こうした状況の下、競合他社によるリプレース（委託切替え）案件や管理組合による低価格かつ高品質な管理を

求める動きが増えるなど、マーケットの競争が熾烈化する中で、当社は一貫してアウトソーシングサービスの本質

を追求し、他社との差別化が具体的に見えるレベルを目標に、既存の受託業務の仕様見直し及びサービスの向上に

努め顧客ニーズに応える取組みを重ねてまいりました。その結果、一部の解約案件が発生したものの、新たな需要

喚起に向けた取組みが功を奏し、新規受託営業では一定の成果が見込めるようになりました。 

また、保全目的の修繕工事への関与を高め、適切な改修提案を適時行ってきたことで、長期修繕計画に基づく大

規模修繕工事はもとより、その他修繕工事の案件が増加いたしました。 

以上の結果、売上高32億27百万円（前年同期比3.7％増）、営業利益76百万円（同9.7％増）、総じて前年同期比

で増収増益となりました。なお、販売費及び一般管理費にのれん償却１億９百万円を計上しております。 

１．経営成績
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② 次期の見通し 

今後の経済環境の見通しにつきましては、欧州の債務危機を背景とした海外経済の減速懸念や、円高及び原油価

格等の変動による企業業績への悪影響など、依然として厳しい状況が続くものと思われます。 

このような状況の下、当社グループは、サービスの拡充によるストックの維持拡大を推進するとともに、新たな

事業へも積極的に取組み、お客様に必要とされる新たな価値を創造してまいります。そして、そのための大型投資

を計画的に投資回収と収益性を評価した上で実施してまいります。 

なお、次期見通しを含めた「第４次中期経営計画」を平成24年８月７日に発表しておりますので、詳細につきま

しては別途開示しております「第４次中期経営計画 説明資料（平成25年６月期～平成27年６月期）」をご参照く

ださい。 

（http://www.syataku.co.jp/toinvestors/pdf/irplan120807_2.pdf） 

   

(2）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末の資産の状況は、前連結会計年度末に比べ３億49百万円増加し、43億28百万円となりました。

 流動資産は、前連結会計年度末に比べ３億43百万円増加し、34億79百万円となりました。これは、主に当期純利

益等の増加にともなう現金及び預金が３億48百万円増加したことによるものであります。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べ６百万円増加し８億48百万円となり、これは主に、ソフトウェアが62百万

円、繰延税金資産が46百万円増加したものの、のれんの償却が進み１億９百万円減少したことによるものでありま

す。 

 当連結会計年度末の負債の状況は、前連結会計年度末に比べ２億８百万円増加し、23億93百万円となりました。

 流動負債は、前連結会計年度末に比べ１億99百万円増加し22億42百万円となり、これは主に、買掛金の増加87百

万円、短期借入金88百万円の増加によるものであります。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べ９百万円増加し１億50百万円となり、これは退職給付引当金の増加による

ものであります。 

 当連結会計年度末の純資産は、前連結会計年度末に比べ１億40百万円増加し、19億35百万円となりました。 

これは主に、当期純利益の発生等により利益剰余金が２億40百万円増加したこと、ストックオプション発行によ

り新株予約権35百万円を計上したこと及び、自己株式の買取１億48百万円によるものであります。 

  

② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ３億48百万

円増加し、当連結会計年度末には17億63百万円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状

況とそれらの要因は、次の通りであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において、営業活動の結果増加した資金は６億４百万円（前連結会計年度は11億82百万円の資金

の増加）となりました。これは主として、税金等調整前当期純利益が５億29百万円、仕入債務の減少による増加87

百万円によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において、投資活動の結果支出した資金は１億28百万円（前連結会計年度は33百万円の資金の支

出）となりました。これは主として、固定資産の取得による支出が１億17百万円及び敷金の差入による支出11百万

円によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において、財務活動の結果支出した資金は１億27百万円（前連結会計年度は９億69百万円の資金

の支出）となりました。これは主として、短期借入金の純増が88百万円あったものの、自己株式の取得による支出

が１億48百万円及び配当金の支払額が67百万円あったことによるものであります。 

日本社宅サービス株式会社（8945）　平成24年６月期　決算短信

－3－



なお、当企業集団のキャッシュ・フロー指標は次の通りであります。 

時価ベースの自己資本比率（％）：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

(注1) いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

(注2) 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

(注3) キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

(注4) 有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社グループは、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要政策の一つとして認識しております。その基本的な

考え方は、機動的な経営施策遂行のための内部留保を確保しつつ、安定的かつ継続的な配当を実施することを方針

として、連結当期純利益に対する配当性向の基準を25％としております。 

一方、当社グループは中期経営計画の達成を目標に、長期的発展の礎となる不可欠な投資の実行と安定配当を経

営の重要な政策として位置づけ、単年度の利益だけではなく過去からの剰余金や、今後の事業展開の中で生み出さ

れる収益を総合的に勘案することで、一定の配当金額を上程させていただきます。 

以上の方針に基づき、平成24年８月14日開催の取締役会決議により、平成25年6月期から平成27年６月期の第４

次中期経営計画の期間においては、利益還元の指標を配当性向ではなく、「原則１株当たりの配当額（平成24年6

月期の配当額が対象）」に置き換えさせていただきます。 

なお、当期配当金は１株当たり17円とさせていただきました。また、平成25年６月期の配当につきましては、期

末配当17円を予定しております。 

  

(4）事業等のリスク 

当社グループの経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがありま

す。 

  

① オペレーションリスクについて 

社宅管理事務代行事業の事務処理は煩雑で件数も膨大なものとなり、オペレーションによる事務処理リスクがと

もないます。当社グループでは、事務リスクの軽減を図るため、システム管理と工程別業務管理の併用により、業

務基盤の整備を進めておりますが、事務処理における事故・不正等を起こすことにより、当社グループの経営成績

及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

② 季節変動について 

社宅管理事務代行事業の転勤手続きに関するサービスは、転勤者が集中する春と秋には繁忙を極めるため、オペ

レーターの増強で人件費負担が大きくなります。また、転勤契約手続きにともなう社宅賃貸借契約の契約金を、顧

客企業に代わって当社が一時的に立替払いを行っており、その資金を銀行からの短期借入れで賄っていることか

ら、春と秋には一時的な短期の借入れ債務が多くなるとともに、顧客企業に対しては立替払い債権が多くなりま

す。以上のことが当社グループ業績の季節変動の原因となります。 

  平成23年６月期 平成24年６月期 

自己資本比率（％）  45.1  43.9

時価ベースの自己資本比率（％）  40.0  31.2

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年）  0.4  1.0

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  269.0  127.2
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③ 情報保護リスクについて 

当社グループは、多数のお客様の個人情報をお預かりしているほか、様々な経営情報等を保有しております。こ

れらの情報の管理については、個別事業会社毎に情報セキュリティポリシーと情報セキュリティ管理規程を定め、

情報セキュリティ委員会を設置し、情報資産保護に関するマネジメントシステムのPDCAサイクルを運用しておりま

す。また個人情報の管理においては、個人情報保護方針、個人情報保護基本規程を定め個人情報保護委員会を設置

し、適切な運営体制を構築しております。なお、平成24年６月11日には、3回目となるプライバシーマークの更新

を完了いたしました。 

しかしながら、これらの対策にもかかわらず情報の流出等の重大なトラブルが発生した場合には、法的責任を課

される危険性があります。また法的責任まで問われない場合でもブランドイメージの低下などにより、当社グルー

プの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

④ 情報システムリスクについて 

当社グループは、情報システムの統合管理及び適正な財務報告の確保のために、情報システム管理規程及び情報

システム運用管理細則等のもと、効率的な開発・品質向上の徹底・安全な運用が実施できるようシステムリスクの

管理を行っております。また、重要な情報システムやネットワーク設備については、機器設備を二重化し障害に備

え、バックアップセンターでの稼働切替え等の対策を施しております。また、ファイアーウォールによる外部から

の不正アクセスの防止、ウィルス感染対策、暗号化技術の採用等による情報漏洩対策の強化に努めております。こ

のように総合的な情報セキュリティの強化と事故防止に努めておりますが、未知のコンピューターウィルスの発生

等により、重要な情報資産が漏洩または毀損すること、あるいは予期できない障害を原因として情報通信システム

が不稼働の状態に陥る可能性は完全には排除できません。また、IT関連の技術はその革新が継続しており、お客様

の利用環境が変化しております。事業上、これらの新技術への対応が遅れた場合、当社の提供するサービスが、陳

腐化・不適応化し、競争力低下を招く可能性があります。これらの場合には、その発生の規模によっては、当社グ

ループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

   

 ⑤ 事業継続リスクについて 

当社グループは、将来的に予測されうる大規模な自然災害、人身・物的な大事故、風評被害等、当社グループの

事業継続に大きな影響を及ぼすあらゆるリスクを想定し、経営リスク管理規程や危機管理規程により、緊急対策が

直ちに発動される体制を整えております。また、これらの災害・事故等の事象を網羅的に考慮した「事業継続計

画」を策定し、発生した事象の復旧に対しては速やかに対処できるよう運用しておりますが、被害そのものは完全

に回避できるものではないことから、これらの事象が発生した場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に

影響を及ぼす可能性があります。 
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２．企業集団の状況
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(1）会社の経営の基本方針 

当社グループは、「新たな価値を創造し、世の中の標準に進化させていく」という当社創業の意思・方針を堅持

し、新たな事業へ積極的に取り組むとともに、ストック型のビジネスを複数展開する企業グループとして、ストッ

クの維持拡大とサービスの拡充を目指し、お客様に必要とされる事業価値を創造してまいります。 

   

(2）目標とする経営指標 

当社グループは、売上高の伸長とともに利益の伸長を図る経営を実行するために、業務効率を高めながら①営業

利益成長率15％ ②売上高成長率８％ ③売上高営業利益率10％の達成を目標としております。 

  

(3）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

進化するアウトソーシングサービスを念頭に置き、カスタマーバリューの拡大とオペレーショナルエクセレンス

の追究を行うとともに、積極的な提案営業を行うことで市場の拡大に努めます。 

また、ストックビジネスの強みを活かしながら、第三第四の中核事業を育成します。 

  

なお、中長期的な経営ビジョン及び個別事業毎の対処すべき課題並びにその戦略展開を踏まえて次期見通しを含

めた「第４次中期経営計画」を平成24年８月７日に発表しておりますので、詳細につきましては別途開示しており

ます「第４次中期経営計画 説明資料（平成25年６月期～平成27年６月期）」をご参照ください。 

（http://www.syataku.co.jp/toinvestors/pdf/irplan120807_2.pdf） 

  

(4）内部管理体制の整備、運用状況 

当社グループは、コーポレート・ガバナンス強化の一環として内部管理体制の強化に努めております。詳細につ

きましては、別途開示しております「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」をご参照ください。 

（東京証券取引所ホームページ、http://www.tse.or.jp/）  

  

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

該当事項はありません。 

３．経営方針

日本社宅サービス株式会社（8945）　平成24年６月期　決算短信

－7－



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年６月30日) 

当連結会計年度 
(平成24年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,439,567 1,787,664

売掛金 209,165 262,636

未収入金 198,350 178,121

営業立替金 1,110,731 1,126,073

商品及び製品 1,490 1,422

仕掛品 632 3,550

原材料及び貯蔵品 3,177 2,966

繰延税金資産 50,922 51,545

その他 125,436 68,809

貸倒引当金 △2,721 △2,981

流動資産合計 3,136,753 3,479,808

固定資産   

有形固定資産   

建物 163,100 163,480

減価償却累計額 △112,123 △119,346

建物（純額） 50,977 44,133

工具、器具及び備品 129,013 160,394

減価償却累計額 △99,233 △117,057

工具、器具及び備品（純額） 29,779 43,336

土地 24,055 24,055

有形固定資産合計 104,812 111,525

無形固定資産   

のれん 200,026 90,038

その他 169,652 205,327

無形固定資産合計 369,678 295,365

投資その他の資産   

投資有価証券 182,356 195,157

関係会社株式 － 5,000

繰延税金資産 56,744 102,811

その他 128,532 138,696

投資その他の資産合計 367,633 441,665

固定資産合計 842,124 848,555

資産合計 3,978,877 4,328,363
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年６月30日) 

当連結会計年度 
(平成24年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 211,526 298,654

短期借入金 489,000 577,000

未払金 209,609 237,396

未払法人税等 170,116 147,411

営業預り金 559,484 493,365

預り金 25,454 48,400

前受金 218,994 288,510

賞与引当金 22,785 27,480

役員賞与引当金 28,008 23,309

その他 108,472 101,236

流動負債合計 2,043,453 2,242,765

固定負債   

退職給付引当金 141,155 150,572

固定負債合計 141,155 150,572

負債合計 2,184,608 2,393,337

純資産の部   

株主資本   

資本金 603,250 603,250

資本剰余金 350,499 350,499

利益剰余金 1,277,099 1,517,837

自己株式 △389,301 △537,527

株主資本合計 1,841,548 1,934,060

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △47,279 △35,006

その他の包括利益累計額合計 △47,279 △35,006

新株予約権 － 35,972

純資産合計 1,794,269 1,935,026

負債純資産合計 3,978,877 4,328,363
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

売上高 5,918,713 6,145,492

売上原価 4,615,001 4,828,959

売上総利益 1,303,711 1,316,532

販売費及び一般管理費   

役員報酬 119,826 105,754

給料及び手当 148,432 162,004

賞与引当金繰入額 2,750 2,941

役員賞与引当金繰入額 28,008 24,154

貸倒引当金繰入額 － 259

退職給付費用 179 204

のれん償却額 109,988 109,988

その他 318,800 377,227

販売費及び一般管理費合計 727,986 782,534

営業利益 575,725 533,998

営業外収益   

受取利息 286 252

受取配当金 4,387 5,664

受取手数料 986 1,018

保険解約返戻金 5,344 －

その他 838 560

営業外収益合計 11,844 7,496

営業外費用   

投資事業組合運用損 8,787 4,045

支払補償費 416 1,108

その他 408 726

営業外費用合計 9,612 5,880

経常利益 577,957 535,614

特別利益   

投資有価証券売却益 781 －

貸倒引当金戻入額 131 －

特別利益合計 912 －

特別損失   

固定資産除却損 439 216

投資有価証券売却損 5,000 －

投資有価証券評価損 － 1,289

災害による損失 11,614 5,000

特別損失合計 17,054 6,505

税金等調整前当期純利益 561,815 529,108

法人税、住民税及び事業税 282,718 279,825

法人税等調整額 △5,997 △58,551

法人税等合計 276,721 221,273

少数株主損益調整前当期純利益 285,094 307,834

当期純利益 285,094 307,834
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（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

少数株主損益調整前当期純利益 285,094 307,834

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △10,434 12,273

その他の包括利益合計 △10,434 12,273

包括利益 274,659 320,107

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 274,659 320,107

少数株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 603,250 603,250

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 603,250 603,250

資本剰余金   

当期首残高 350,499 350,499

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 350,499 350,499

利益剰余金   

当期首残高 1,075,368 1,277,099

当期変動額   

剰余金の配当 △81,491 △67,096

当期純利益 285,094 307,834

自己株式の処分 △1,871 －

当期変動額合計 201,731 240,737

当期末残高 1,277,099 1,517,837

自己株式   

当期首残高 △352,092 △389,301

当期変動額   

自己株式の取得 △44,941 △148,226

自己株式の処分 7,732 －

当期変動額合計 △37,209 △148,226

当期末残高 △389,301 △537,527

株主資本合計   

当期首残高 1,677,026 1,841,548

当期変動額   

剰余金の配当 △81,491 △67,096

当期純利益 285,094 307,834

自己株式の取得 △44,941 △148,226

自己株式の処分 5,860 －

当期変動額合計 164,522 92,511

当期末残高 1,841,548 1,934,060
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △36,844 △47,279

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △10,434 12,273

当期変動額合計 △10,434 12,273

当期末残高 △47,279 △35,006

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △36,844 △47,279

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △10,434 12,273

当期変動額合計 △10,434 12,273

当期末残高 △47,279 △35,006

新株予約権   

当期首残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 35,972

当期変動額合計 － 35,972

当期末残高 － 35,972

純資産合計   

当期首残高 1,640,181 1,794,269

当期変動額   

剰余金の配当 △81,491 △67,096

当期純利益 285,094 307,834

自己株式の取得 △44,941 △148,226

自己株式の処分 5,860 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △10,434 48,245

当期変動額合計 154,087 140,757

当期末残高 1,794,269 1,935,026
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 561,815 529,108

減価償却費 46,512 56,930

株式報酬費用 － 35,972

のれん償却額 109,988 109,988

貸倒引当金の増減額（△は減少） △131 259

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,027 4,694

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △3,128 △4,699

退職給付引当金の増減額（△は減少） 8,351 9,417

受取利息及び受取配当金 △4,674 △5,917

支払利息 4,733 4,710

投資有価証券評価損益（△は益） － 1,289

投資有価証券売却損益（△は益） 4,218 －

投資事業組合運用損益（△は益） 8,787 4,045

固定資産除却損 439 216

災害損失 11,614 5,000

売上債権の増減額（△は増加） △67,026 △53,470

仕入債務の増減額（△は減少） 4,938 87,128

営業立替金の増減額（△は増加） 672,711 △15,342

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,718 △2,637

前受金の増減額（△は減少） 15,948 69,515

営業預り金の増減額（△は減少） △31,025 △66,118

その他 107,417 140,549

小計 1,451,800 910,640

利息及び配当金の受取額 4,630 5,858

利息の支払額 △4,396 △4,751

災害損失の支払額 △11,614 △5,000

法人税等の支払額 △257,524 △302,270

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,182,894 604,476

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △15 △7

定期預金の払戻による収入 10,000 －

有形固定資産の取得による支出 △12,357 △33,395

無形固定資産の取得による支出 △105,067 △83,729

投資有価証券の取得による支出 △47,317 △241

投資有価証券の売却による収入 119,220 －

関係会社株式の取得による支出 － △5,000

敷金の差入による支出 － △11,910

その他 1,620 5,300

投資活動によるキャッシュ・フロー △33,918 △128,984
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △850,000 88,000

自己株式の取得による支出 △44,941 △148,226

自己株式の処分による収入 5,860 －

配当金の支払額 △80,790 △67,177

財務活動によるキャッシュ・フロー △969,871 △127,403

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 179,104 348,088

現金及び現金同等物の期首残高 1,236,218 1,415,322

現金及び現金同等物の期末残高 1,415,322 1,763,411
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 該当事項はありません。  

   

１．連結の範囲に関する事項 

子会社は全て連結しております。 

連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

ダイワード株式会社 

  

２．持分法の適用に関する事項 

持分法を適用していない関連会社（株式会社スリーＳ）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。 

  

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

  

４．会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しております。 

  

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しております。 

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資については、組合契約に規定される決算報告

日において入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。 

  

②たな卸資産 

商品・仕掛品 

 主として個別法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を

採用しております。 

  

貯蔵品 

 最終仕入原価法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を

採用しております。 

  

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

 法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

建物（建物附属設備は除く） 

イ平成10年３月31日以前に取得したもの 

旧定率法 

ロ平成10年４月１日から平成19年３月31日までに取得したもの 

旧定額法 

ハ平成19年４月１日以降に取得したもの 

定額法 

  

建物以外 

イ平成19年３月31日以前に取得したもの 

旧定率法 

（5）継続企業の前提に関する注記

（6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

日本社宅サービス株式会社（8945）　平成24年６月期　決算短信

－16－



ロ平成19年４月１日以降に取得したもの 

定率法 

 なお、取得価額 万円以上 万円未満の少額減価償却資産については、支出時に費用処理しておりま

す。 

  

②無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。 

   なお、自社利用ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５～８年）に基づく定額法によ

っております。 

  

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上しております。 

③役員賞与引当金 

 役員賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

④退職給付引当金 

 連結子会社について、従業員の退職給付に備えるため、退職給付会計に関する実務指針（会計制度委員

会報告第13号）に定める簡便法に基づき、退職金規程による連結会計年度末自己都合要支給額を計上して

おります。 

  

(4)のれんの償却方法及び償却期間 

 のれんの償却については、７年間で均等償却しております。 

  

(5)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

  

(6)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

  

（１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用） 

 当連結会計年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年６月30

日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年６月30

日公表分）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号 平成22年６月30日）

を適用しております。 

 当連結会計年度において株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定

し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定して

おります。 

 なお、これによる影響については、「１株当たり情報」に記載しております。  

  

   当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂 

 正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する 

 会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。  

  なお、「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第14号）に基づき、前連 

 結会計年度の「貸倒引当金戻入額」については遡及処理を行っておりません。 

  

10 20

（7）会計方針の変更

（8）追加情報
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  当連結会計年度（自 平成23年７月１日 至 平成24年６月30日）  

１．報告セグメントの概要 

  当社グループの報告セグメントは、構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、当社グループ

の取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。 

  当社グループは各社で独立した単一事業を取り扱っており、会社単位で戦略を立案し、事業活動を展開し

ております。従って、当社グループは各社の事業区分である「社宅管理事務代行事業」及び「施設総合管

理事業」の２つを報告セグメントとしております。 

 「社宅管理事務代行事業」は、社宅管理事務に関する代行業務とそれに関わるシステム導入等のサービス

を行っております。「施設総合管理事業」は、マンション等の施設管理及び修繕工事等を行っておりま

す。  

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。 

  報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

 セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。 

   

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報  

前連結会計年度（自 平成22年７月１日 至 平成23年６月30日）  

  

 （注）１．調整額の主な内容は、次の通りであります。 

（1）セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。 

（2）セグメント資産の調整額は、セグメント間債権債務消去であります。 

 ２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

（9）連結財務諸表に関する注記事項

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

  

報告セグメント 

合計 

（千円） 

調整額 

（千円）  

（注）１ 

合計 

（千円） 

（注）２ 

社宅管理事

務代行事業 

（千円） 

施設総合管

理事業 

（千円） 

売上高           

  外部顧客に対する売上高  2,811,562  3,107,150  5,918,713  － 5,918,713

  セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 318  7,985  8,303  (8,303)  －

計  2,811,880  3,115,136  5,927,017  (8,303)  5,918,713

セグメント利益  504,904  69,448  574,352  1,373  575,725

セグメント資産  2,160,802  1,836,555  3,997,357  (18,480)  3,978,877

その他の項目          

 減価償却費   32,541  13,971  46,512  －  46,512

 のれんの償却額   －  109,988  109,988  －  109,988

  有形固定資産及び無形固定 

資産の増加額  
131,449  3,710  135,159  －  135,159
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当連結会計年度（自 平成23年７月１日 至 平成24年６月30日）  

  

 （注）１．調整額の主な内容は、次の通りであります。 

（1）セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。 

（2）セグメント資産の調整額は、セグメント間債権債務消去であります。 

 ２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております 

  

前連結会計年度（自  平成22年７月１日  至  平成23年６月30日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

  セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。  

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

  本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。  

  

(2）有形固定資産 

  本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

  外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高であって、連結損益計算書の売上高の10％以上を占め

るものがないため、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度（自  平成23年７月１日  至  平成24年６月30日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

  セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。  

  

報告セグメント 

合計 

（千円） 

調整額 

（千円）  

（注）１ 

合計 

（千円） 

（注）２ 

社宅管理事

務代行事業 

（千円） 

施設総合管

理事業 

（千円） 

売上高           

  外部顧客に対する売上高  2,922,106  3,223,385  6,145,492  － 6,145,492

  セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 607  4,347  4,954  (4,954)  －

計  2,922,714  3,227,732  6,150,446  (4,954)  6,145,492

セグメント利益  457,006  76,213  533,220  778  533,998

セグメント資産  2,373,522  1,972,597  4,346,119  (17,755)  4,328,363

その他の項目          

 減価償却費   42,428  14,501  56,930  －  56,930

 のれんの償却額   －  109,988  109,988  －  109,988

  有形固定資産及び無形固定 

資産の増加額  
90,855  8,823  99,678  －  99,678

ｂ．関連情報
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２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

  本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。  

  

(2）有形固定資産 

  本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

  外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高であって、連結損益計算書の売上高の10％以上を占め

るものがないため、記載を省略しております。 

   

前連結会計年度（自  平成22年７月１日  至  平成23年６月30日） 

該当事項はありません。 

   

当連結会計年度（自  平成23年７月１日  至  平成24年６月30日） 

該当事項はありません。 

   

  

前連結会計年度（自  平成22年７月１日  至  平成23年６月30日）  

  

当連結会計年度（自  平成23年７月１日  至  平成24年６月30日）  

  

  

前連結会計年度（自  平成22年７月１日  至  平成23年６月30日） 

該当事項はありません。  

  

当連結会計年度（自  平成23年７月１日  至  平成24年６月30日） 

該当事項はありません。  

   

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

  
 社宅管理事務代行事業

（千円）  

施設総合管理事業 

（千円）  

合計 

（千円）  

 当期償却額            －         109,988          109,988

 当期末残高            －         200,026          200,026

  
 社宅管理事務代行事業

（千円）  

施設総合管理事業 

（千円）  

合計 

（千円）  

 当期償却額             －         109,988          109,988

 当期末残高             －          90,038           90,038

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

日本社宅サービス株式会社（8945）　平成24年６月期　決算短信

－20－



（注）１．当社は、平成24年３月16日開催の取締役会決議に基づき、平成24年５月１日付をもって普通株式１株につき２

株の割合で株式分割をいたしました。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり

純資産額、１株当たり当期純利益金額を算定しております。 

  

     （会計方針の変更） 

     当連結会計年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号  平成22年６月

30日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号  平成22年

６月30日公表分）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号  平成22年

６月30日）を適用しております。 

     この適用により、当連結会計年度に行った株式分割は、前連結会計年度の期首に行われたと仮定して１株

当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額を算定しております。       

     これらの会計基準等を適用しなかった場合の、前連結会計年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期純

利益金額は、以下の通りであります。 

       １株当たり純資産額           722.02円 

       １株当たり当期純利益金額        111.88円 

  

（注）２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであ

ります。なお、平成24年５月１日付株式分割（普通株式１株につき２株の割合）による分割後の株式数に換算

しております。 

  

該当事項はありません。   

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年７月１日 
至 平成24年６月30日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。  

１株当たり純資産額 円 361.01

１株当たり当期純利益金額 円 55.94

  

１株当たり純資産額 円 426.74

１株当たり当期純利益金額 円 66.58

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 
円 66.46

  
前連結会計年度

(自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日) 

当連結会計年度
(自 平成23年７月１日 
至 平成24年６月30日) 

当期純利益（千円）  285,094  307,834

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  285,094  307,834

期中平均株式数（株）  5,095,994  4,623,429

当期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）  －  150,000

 （うち新株予約権（株））  －  (150,000)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

 平成17年９月28日定時株主総会

において決議された新株予約権

149,400個（普通株式 149,400

株） 

  

  

  

  

 平成17年９月28日定時株主総会

において決議された新株予約権

個（普通株式 

株）  

 平成23年９月28日定時株主総会

において決議された新株予約権

個（普通株式 株）  

147,000 147,000

396 79,200

（重要な後発事象）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年６月30日) 

当事業年度 
(平成24年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 443,265 534,906

売掛金 38,662 72,175

営業立替金 1,089,650 1,108,351

仕掛品 632 3,550

貯蔵品 1,660 1,595

前払費用 39,671 40,106

繰延税金資産 16,033 15,231

未収入金 10,269 12,907

その他 347 453

貸倒引当金 △1,138 △1,193

流動資産合計 1,639,055 1,788,084

固定資産   

有形固定資産   

建物 85,608 85,608

減価償却累計額 △55,465 △61,178

建物（純額） 30,143 24,430

工具、器具及び備品 115,162 139,709

減価償却累計額 △87,958 △103,401

工具、器具及び備品（純額） 27,203 36,307

有形固定資産合計 57,347 60,738

無形固定資産   

商標権 787 1,083

ソフトウエア 61,729 133,224

ソフトウエア仮勘定 71,749 44,968

その他 614 614

無形固定資産合計 134,880 179,890

投資その他の資産   

投資有価証券 179,643 192,586

関係会社株式 854,173 859,173

長期前払費用 2,286 175

繰延税金資産 47,816 35,376

敷金及び保証金 97,716 109,614

その他 2,054 2,054

投資その他の資産合計 1,183,692 1,198,981

固定資産合計 1,375,920 1,439,611

資産合計 3,014,975 3,227,696
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年６月30日) 

当事業年度 
(平成24年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

短期借入金 489,000 577,000

未払金 108,636 109,983

未払費用 26,952 23,830

未払法人税等 107,715 93,892

未払消費税等 11,739 18,207

前受金 25,293 104,462

営業預り金 472,590 443,134

預り金 21,043 34,085

前受収益 22,050 3,449

賞与引当金 13,239 17,474

役員賞与引当金 23,328 18,509

流動負債合計 1,321,590 1,444,030

固定負債   

預り保証金 10,095 10,095

固定負債合計 10,095 10,095

負債合計 1,331,685 1,454,126

純資産の部   

株主資本   

資本金 603,250 603,250

資本剰余金   

資本準備金 350,499 350,499

資本剰余金合計 350,499 350,499

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 1,164,145 1,354,912

利益剰余金合計 1,164,145 1,354,912

自己株式 △389,301 △537,527

株主資本合計 1,728,594 1,771,135

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △45,304 △33,537

評価・換算差額等合計 △45,304 △33,537

新株予約権 － 35,972

純資産合計 1,683,290 1,773,569

負債純資産合計 3,014,975 3,227,696
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

売上高 2,811,880 2,922,714

売上原価 1,830,597 1,944,559

売上総利益 981,282 978,154

販売費及び一般管理費   

役員報酬 93,222 81,874

給料及び手当 109,541 123,105

法定福利費 27,269 31,210

賞与引当金繰入額 2,696 2,840

役員賞与引当金繰入額 23,328 19,740

外注人件費 8,731 9,144

株式報酬費用 － 34,612

消耗品費 7,774 6,386

支払報酬 43,289 40,142

減価償却費 7,009 6,541

地代家賃 22,988 23,873

貸倒引当金繰入額 － 55

その他 130,526 141,622

販売費及び一般管理費合計 476,378 521,148

営業利益 504,904 457,006

営業外収益   

受取利息及び配当金 4,073 5,659

受取手数料 796 835

保険解約返戻金 5,005 －

システム導入負担金 587 587

その他 336 333

営業外収益合計 10,798 7,414

営業外費用   

投資事業組合運用損 8,787 4,045

支払補償費 416 1,108

その他 378 552

営業外費用合計 9,582 5,706

経常利益 506,120 458,714

特別利益   

投資有価証券売却益 781 －

貸倒引当金戻入額 724 －

特別利益合計 1,505 －

特別損失   

固定資産除却損 426 25

投資有価証券評価損 － 1,289

投資有価証券売却損 5,000 －

災害による損失 10,984 5,000

特別損失合計 16,410 6,314

税引前当期純利益 491,215 452,399

法人税、住民税及び事業税 208,180 193,803

法人税等調整額 991 733

法人税等合計 209,171 194,536

当期純利益 282,043 257,863
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（注） 

売上原価明細書

    
前事業年度

（自 平成22年７月１日 
  至 平成23年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成23年７月１日 

  至 平成24年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 労務費 ※２  914,530  48.2  943,700  47.9

Ⅱ 外注費    399,136  21.0  453,693  23.0

Ⅲ 経費 ※３  585,240  30.8  573,668  29.1

  計    1,898,906  100.0  1,971,061  100.0

  他勘定振替  ※４  68,601        23,584      

  当期発生総原価    1,830,304        1,947,477      

  期首仕掛品たな卸高    925        632      

      計    1,831,230        1,948,110      

  期末仕掛品たな卸高    632        3,550      

  売上原価    1,830,597        1,944,559      

                           

前事業年度 
（自 平成22年７月１日 

  至 平成23年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成23年７月１日 

  至 平成24年６月30日） 

１ 原価計算の方法 

 プロジェクト別の個別原価計算による実際原価計算を行

っております。 

１ 原価計算の方法 

同 左 

※２ 労務費の主な内訳は次の通りであります。 ※２ 労務費の主な内訳は次の通りであります。 

給料手当 千円509,413

賞与 千円106,019

法定福利費 千円102,639

賞与引当金繰入額 千円10,542

給料手当 千円535,026

賞与 千円105,650

法定福利費 千円111,041

賞与引当金繰入額 千円14,138

※３ 経費の主な内訳は次の通りであります。 ※３ 経費の主な内訳は次の通りであります。 

振込手数料 千円173,773

営業手数料 千円49,431

サブリース費用 千円5,537

地代家賃 千円82,808

振込手数料 千円175,472

営業手数料 千円43,275

サブリース費用 千円2,359

地代家賃 千円80,273

※４ 他勘定振替の内訳は次の通りであります。 ※４ 他勘定振替の内訳は次の通りであります。 

   

ソフトウエア 千円13,352

ソフトウエア仮勘定 千円55,249

   

ソフトウエア 千円14,502

ソフトウエア仮勘定 千円9,082
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 603,250 603,250

当期変動額   

当期変動額合計 －  

当期末残高 603,250 603,250

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 350,499 350,499

当期変動額   

当期変動額合計 －  

当期末残高 350,499 350,499

資本剰余金合計   

当期首残高 350,499 350,499

当期変動額   

当期変動額合計 －  

当期末残高 350,499 350,499

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

当期首残高 965,465 1,164,145

当期変動額   

剰余金の配当 △81,491 △67,096

当期純利益 282,043 257,863

自己株式の処分 △1,871 －

当期変動額合計 198,680 190,766

当期末残高 1,164,145 1,354,912

利益剰余金合計   

当期首残高 965,465 1,164,145

当期変動額   

剰余金の配当 △81,491 △67,096

当期純利益 282,043 257,863

自己株式の処分 △1,871 －

当期変動額合計 198,680 190,766

当期末残高 1,164,145 1,354,912

自己株式   

当期首残高 △352,092 △389,301

当期変動額   

自己株式の取得 △44,941 △148,226

自己株式の処分 7,732 －

当期変動額合計 △37,209 △148,226

当期末残高 △389,301 △537,527
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

株主資本合計   

当期首残高 1,567,123 1,728,594

当期変動額   

剰余金の配当 △81,491 △67,096

当期純利益 282,043 257,863

自己株式の取得 △44,941 △148,226

自己株式の処分 5,860 －

当期変動額合計 161,471 42,540

当期末残高 1,728,594 1,771,135

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △35,472 △45,304

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △9,831 11,767

当期変動額合計 △9,831 11,767

当期末残高 △45,304 △33,537

新株予約権   

当期首残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 35,972

当期変動額合計 － 35,972

当期末残高 － 35,972

純資産合計   

当期首残高 1,531,650 1,683,290

当期変動額   

剰余金の配当 △81,491 △67,096

当期純利益 282,043 257,863

自己株式の取得 △44,941 △148,226

自己株式の処分 5,860 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △9,831 47,739

当期変動額合計 151,639 90,279

当期末残高 1,683,290 1,773,569
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